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鳴　島　　　裕

井　上　博　克

池　松　　　剛

大　竹　明　彦

松　尾　聖　司

寶珠山　正　和課 長

副 課 長

佐　藤　治　郎

鹿　野　　　央

瀨　本　浩　史

技 監 ( 兼 ) 都 市 部 長 志　村　知　昭

伊　藤　靖　志

技 監 ( 兼 ) 道 路 部 長 上　前　行　男

総 務 室

＜企画調整官＞＜広報官＞＜ＳＤＧｓ調整官＞

伊　藤　靖　志 企 画 調 整 担 当 課 長

建設リサイクルグループ

県 土 整 備 経 理 課

副局長(兼)総務室長 池　田　一　紀

室 長 代 理

横浜駐在事務所（建
設業審査、宅建指
導）

入札制度グループ

経理第二グループ

経理第一グループ

経理管理グループ

システムグループ

企画調整グループ

収用委員会事務局グループ

電子入札グループ

１　県土整備局機構図及び幹部職員一覧

県 土 整 備 局

志　村　知　昭

武　川　晴　俊部 長 剣　持　　　栄 課 長

技 監 ( 兼 ) 部 長

国道調整担当部長(兼)海岸保全担当部長

大 規 模 公 園 担 当 部 長

（１）本　庁

収 用 委 員 会 事 務 局 担 当 部 長

公 共 住 宅 担 当 部 長

住宅企画・耐震改修促進担当部長

建 設 業 課

副 課 長

建 設 リ サ イ ク ル 課

課 長

副 局 長 ( 兼 ) 総 務 室 長

局 長 鈴　木　祥　一

事 業 管 理 部

都 市 計 画 課

課 長

都 市 部

技 術 管 理 課

課 長

厚木南駐在事務所
（検査）

検査グループ

都市企画グループ

積算システムグループ

五十嵐　　敬

根　岸　宏　文

片　山　耕　治

技術管理グループ

計画グループ

福　島　　　温

菊　地　孝　行副 課 長

調整グループ

課 長

用 地 課

（違 法投 棄対 策担 当）

課 長 代 理

（収用委員会事務局担当）

村　中　洋　一

管 理 担 当 課 長 在　塚　浩　之

調査指導グループ

財産管理グループ

厚木南駐在事務所
（建設発生土監視）

用地グループ

総務グループ

企画指導グループ
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都 市 公 園 課

中　丸　博　史

森　尻　雅　樹

副 課 長

西　山　俊　昭

（ ツ イ ン シ テ ィ 整 備 推 進 担 当 ）

道 路 企 画 課

交 通 企 画 課

環 境 共 生 都 市 課

副 課 長

佐　藤　亮　一

峯　村　徹　哉

近　藤　充　志

田　所　孝　雄

河 川 課

課 長

小　林　　　泉

副 課 長

下 水 道 課

副 課 長 石　坂　博　臣

港湾 事業 調整 担当 課長 千　葉　　　淳

調査グループ

維持管理グループ

審査グループ

砂防グループ

整備グループ

急傾斜地グループ

流域下水道グループ

公共下水道グループ

なぎさグループ

防災グループ

道 路 部

課 長 代 理

砂 防 海 岸 課

課 長

課 長

水政グループ

課 長

星　名　　　隆

＜ツインシティ整備推進センター長＞

新幹線新駅推進グ
ループ

計画グループ

市街地整備グループ

整備推進グループ

荒　井　俊　晴

小　池　正　幸

前　田　清　知

道 路 管 理 課

課 長

課 長

課 長 整備運営グループ

調整グループ

景観まちづくりグ
ループ

副 課 長

都 市 整 備 課

寒川駐在事務所（ツイン
シティ整備推進セン
ター）

課 長

課 長

交通企画グループ

土地区画整理グループ

竹　内　　　淳

リニア中央新幹線グ
ループ

上　前　行　男

部 長 大　島　伸　生

河川下水道部

街路グループ

道路グループ

交通安全施設グループ

副 課 長

課 長

道 路 整 備 課

技 監 ( 兼 ) 部 長

維持防災グループ稲　垣　秀　則

鶴　木　拓　也

計画グループ

調査グループ

国道調整グループ

笠　間　　　順

橋梁構造グループ

路政グループ
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部 長 庄　司　博　之 羽　太　美　孝

宮　舘　　　豊

課 長

副 課 長

建 築 住 宅 部 住 宅 計 画 課

山　田　　　眞

天　野　　　一

近　藤　　　均

三　沢　高　行

浪　貝　洋　正

依　田　貴　仁

酒　井　弘　幸

建 築 指 導 課

副 課 長

課 長

営 繕 計 画 課

課 長

建 築 安 全 課

副 課 長

課 長

課 長

副 課 長

公 共 住 宅 課

施設電気グループ

開発指導グループ

建築安全グループ

調整グループ

建築指導グループ

住宅企画グループ

民間住宅グループ

審査会グループ

県営住宅グループ

施設整備グループ

指導監督グループ

団地再生グループ
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副 所 長

工 務 部 長

な ぎ さ 港 湾 部 長

市　川　喜久男

石　井　幸　介

廣　瀬 茂

佐　藤 映

所 長

所 長

副 所 長

計 画 建 築 部 長

工 務 部 長

所 長

副 所 長

三　枝 薫

柴　田　育　江

伊　藤 浩

宮　本　信　也

河川砂防第一課

河川砂防第二課

許認可指導課

道路都市課

道路維持課

公園課

な ぎ さ 港 湾 部 なぎさ港湾課

工 務 部

用地課

道路都市課

管理課

道路維持課

計 画 建 築 部

急傾斜地第二課

電話（0463)22-2711
工事契約課

用地課

まちづくり推進課

許認可指導課

藤 沢 土 木 事 務 所

電話（0466)26-2111
工事契約課

河川砂防第一課

河川砂防第二課

計 画 建 築 部 長

工 務 部 長
建築指導課

工 務 部

平 塚 土 木 事 務 所 管理課

管理課

工事契約課

まちづくり・建築指導課

急傾斜地第一課

河川砂防課

道路都市課

道路維持課工 務 部

用地課

許認可指導課

久　保 徹

村　本　浩　一

岬 真　一

藤　崎　伸二郎

横 須 賀 土 木事 務所

電話（046)853-8800

計 画 建 築 部

（２）出先事務所
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計 画 建 築 部 長

電話（046)223-1711

関　矢　博　己

市　田　明　子

増　永　芳　樹

池　田　六　大

所 長

副 所 長

山　中　孝　文

川　崎　俊　明

浅　岡　正　俊

志　村　政　浩

工 務 部 長

厚 木 土 木 事 務 所

道路都市課

許認可指導課

用地課

道路維持課

まちづくり・建築指導課

工事契約課

相模川環境課

道路維持課

道路都市課

河川砂防課

用地課

工務課

許認可指導課

管理課

工事契約課

用地課

まちづくり・建築指導課

許認可指導課

管理課

河川砂防課

津久井治水センター 管理課

計 画 建 築 部

電話（042)784-1111

工 務 部

電話（0467)79-2800

東 部 セ ン タ ー
所 長

津久井治水センター
所 長

東 部 セ ン タ ー
次 長

東 部 セ ン タ ー

津久井治水センター
次 長
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岩　崎　信　弘小田原土木センター
次 長

川 崎 治 水 セン タ ー
次 長

岩　倉　良　行

電話（046)223-1711

所 長

小田原土木センター
所 長

相　原　久　彦

小田原土木センター
工 務 担 当 部 長

野　口　享　洋

工 務 部 長

所 長 横　溝　博　之

管理契約課

管理課

工事契約課

許認可指導課

用地課

道路維持課

道路都市課

用地課

まちづくり・建築指導課

河川砂防第一課

河川砂防第二課

許認可指導課

電話（0465)34-4141

工 務 部

小田原土木センター

齋　藤 貫

電話（0465)83-5111

県 西 土 木 事 務 所

計 画 建 築 部
副 所 長 秋　澤　潔　史

計 画 建 築 部 長 黒　川　光　訓

許認可指導課

横浜川崎治水事務所 管理課

道路都市課

河川砂防第一課

河川砂防第二課

電話（045)411-2500
工事契約課

道路維持課

森　谷 保所 長

河川第一課

工務課

河川第二課

急傾斜地第一課

工 務 部 長

新　井 泉

大曽根　信　一

和　田　潤　一

副 所 長

川 崎 治 水 セン ター
所 長

急傾斜地第二課

川 崎 治 水 セ ン ター

電話（044)932-7211

公園課

管理課

契約課

工 務 部

リニア中央新幹線推進事務所

近　藤　修　宏

次 長 黒　川　政　広

事業調整課
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副 所 長

営 繕 設 備 部 長

塩　川　圭　一

中　川　芳　樹

大河原 昇

所 長

副 所 長

下 水 道 部 長

松　田　和　幸

本　松　康　幸

大　橋　幸　雄

電話（0467)87-9110

流域下水道整備事務所

電話（0465)78-3711

建築第二課

電気設備課

営 繕 設 備 部

機械設備課

酒匂出張所

住 宅 営 繕 事 務 所

所 長

機械設備課

施設管理課

入居管理課

住宅整備課

収納管理課

建築第一課

電話（045)311-8080

県 営 住 宅 部

公有地整理課

契約課

管理課

建設課

県 営 住 宅 部 長 守　屋 誠

城 山 ダ ム 管 理 事 務 所

三 保 ダ ム 管 理 事 務 所

下 水 道 部 維持計画課

管理課

工事契約課

電気設備課

電話（042)782-2831
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２ 県土整備局職員配置表   
注 １ ｛  ｝内は、再任用職員で内数。 

  ２ （  ）内は、市町村交流職員で外数。 

  ３ ［  ］内は、県警併任職員で外数。 

(平成 30年４月１日) 

区 分 区 分

局長 1 都市整備課 18

副局長兼総務室長 1 都市公園課 13 (1)

技監兼部長 2 道路企画課 15

部長 3 道路管理課 26 [1]

担当部長 5 道路整備課 19

総務室 25 河川課 27

県土整備経理課 37 {1} 砂防海岸課 25

建設業課 25 下水道課 23

建設リサイクル課 11 {1} [1] 住宅計画課 16 (1)

用地課 17 公共住宅課 14

都市計画課 21 建築指導課 17

技術管理課 28 {2} 建築安全課 15

環境共生都市課 14 (2) 営繕計画課 18 {2}

交通企画課 15 小 計 451 {6} (4) [2]

横須賀土木事務所 81 {3} (2) 横浜川崎治水事務所 52

平塚土木事務所 81 {3} (1) 　〃　川崎治水センター 20

藤沢土木事務所 94 {7}
リニア中央新幹線推進事務

所
22 {1}

厚木土木事務所 71 (1) 流域下水道整備事務所 46 {1}

　〃　東部センター 61 {2} 住宅営繕事務所 82 {4}

　〃　津久井治水センター 26 {2} 小 計 763 {28} (7) [0]

県西土木事務所 63 {1} (2)

　〃　小田原土木センター 64 {4} (1) 合 計 1,214 {34} (11) [2]

職員数 職員数
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３ 県土整備局の事務分掌 
（１）本庁各室課事務分掌 

ア 総務室

総  務    室 
１ 県土整備局の所管行政の企画及び調整に関すること。 

２ 県土整備局所属職員の人事、給与等の総括に関すること。 

３ 県土整備局の所管行政に係る重要事業の進行管理に関すること。 

４ 県土整備局の所管行政に係る事務能率の増進に関すること。 

５ 県土整備局の所管行政に係る情報公開、情報提供、個人情報の保護及び広聴の総括に関すること。 

６ 県土整備局所管に属する公共施設の災害に係る事務の総括に関すること。 

７ 土木事務所、治水事務所及び特設土木事務所に関すること。 

８ その他県土整備局内他課の主管に属しないこと。 

イ 事業管理部

県 土 整 備 経 理 課 
１ 県土整備局事業管理部内各課の総合調整に関すること。 

２ 県土整備局の予算の経理（他課の主管に属するものを除く。）に関すること。 

３ 県土整備局の予算の総括に関すること。 

４ 県土整備局所管に属する工事の請負業者の調査選定に関すること。 

建 設 業 課 
１ 建設業法（昭和24年法律第100号）及び建設機械抵当法（昭和29年法律第97号）の施行に関すること。 

２ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく解体工事業者の登録に関すること。 

３ 浄化槽法に基づく浄化槽工事業者の登録に関すること。 

４ 建設業の指導育成に関すること。 

５ 測量法（昭和24年法律第188号）の施行に関すること。 

６ 宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）の施行に関すること。 

７ 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和38年法律第152号）の施行に関すること。 

８ 積立式宅地建物販売業法（昭和46年法律第111号）の施行に関すること。 

９ 不動産特定共同事業法（平成６年法律第77号）の施行に関すること。 

10 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成19年法律第66号）の施行に関すること。 

11 宅地建物の相談に関すること。 

建 設 リ サ イ ク ル 課 
１ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の施行（分別解体等の実施に係るものに限る。）に関

すること。 

２ 神奈川県土砂の適正処理に関する条例（平成11年神奈川県条例第３号）の施行に関すること。 

- 9 -



用 地 課 
１ 県土整備局所管に属する工事に関する用地の取得等、登記及び取得等に伴う損失の補償（住宅用地に

係るものを除く。）に関すること。 

２ 廃道敷、廃川敷等（他課の管理に属するものを除く。）の取得、管理、処分等に関すること。 

３ 港湾区域及び港湾隣接区域内に存する国土交通省の所管に属する国有財産（港湾施設を除く。）の管

理及び処分に関すること。 

４ 一般海域等国土交通省の所管に属する国有地の管理に関すること。 

５ 土地収用法（昭和26年法律第219号）の施行に関すること。 

６ 公共用地の取得に関する特別措置法（昭和36年法律第150号）の施行（生活再建等のための措置を除

く。）に関すること。 

７ 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法（平成12年法律第87号）に基づく土地の立入許可等に関

すること。 

８ 電気事業法（昭和39年法律第170号）、ガス事業法及び電気通信事業法（昭和59年法律第86号）に基

づく損失補償に係る裁定に関すること。 

ウ 都市部

都 市 計 画 課 
１ 県土整備局都市部内各課の総合調整に関すること。 

２ 都市施策の総合的企画及び調整に関すること。 

３ 都市計画法（昭和43年法律第100号）の施行（開発行為等の規制を除く。）に関すること。 

４ 都市計画に定められる対象事業等に関する特例に基づく環境影響評価に関すること。 

技 術 管 理 課 
１ 県土整備局所管に属する工事の検査及び技術管理に関すること。 

２ 国土調査法の施行（他課の主管に属するものを除く。）に関すること。 

環 境 共 生 都 市 課 
１ 県央・湘南都市圏における環境と共生する都市づくりに関すること。 

２ 東海道新幹線新駅の誘致に関すること。 

３ ツインシティ整備に関すること。 

交 通 企 画 課 
１ 交通施策の総合的企画及び調整に関すること。 

２ 鉄道及びバス交通に関すること。 

３ リニア中央新幹線の建設促進に関すること。 

都 市 整 備 課 
１ 土地区画整理法（昭和29年法律第119号）の施行に関すること。 

２ 都市再開発法（昭和44年法律第38号）の施行に関すること。 

３ 市街地整備に関すること。 

４ 租税特別措置法に基づく優良宅地造成認定（土地区画整理事業に係るものに限る。）及び租税特別措

置法施行令（昭和32年政令第43号）に基づく特定の民間再開発事業等の認定に関すること。 

５ 駐車場法（昭和32年法律第106号）の施行に関すること。 

６ 屋外広告物に関すること。 

７ 景観施策の推進に関すること。 

- 10 -



都 市 公 園 課 
１ 都市緑化並びに都市公園の企画及び調整に関すること。 

２ 都市緑化の推進に関すること。 

３ 都市公園の整備及び運営（他課の主管に属するものを除く。）に関すること。 

４ 公園に係る都市計画事業の調査、指導及び監督に関すること。 

エ 道路部

道 路 企 画 課 
１ 県土整備局道路部内各課の総合調整に関すること。 

２ 道路及び街路の総合的企画及び調整に関すること。 

３ 国、高速道路株式会社等の施行事業に係る総合調整に関すること。 

道 路 管 理 課 
１ 道路法（昭和27年法律第180号）に基づく路線の認定及び改廃に関すること。 

２ 道路の占用及び自費工事の許可、承認その他管理に関すること。 

３ 道路の補修等工事に伴う調査及び計画に関すること。 

４ 道路の補修その他の維持工事に関すること。 

５ 交通安全施設の整備その他の工事に関すること。 

６ 道路に係る電線類の地中化の企画及び調整に関すること。 

７ 道路台帳等の整備に関すること。 

８ 廃道敷の管理に関すること。 

９ 並木、街路樹等の整備に関すること。 

道 路 整 備 課 
１ 道路及び街路の事業に伴う調査及び計画に関すること。 

２ 道路の新設及び改築事業に関すること。 

３ 街路整備事業に関すること。 

４ 橋梁整備事業及び鉄道との立体交差事業に関すること。 

オ 河川下水道部

河 川 課 
１ 県土整備局河川下水道部内各課の総合調整に関すること。 

２ 河川の利用、調査、計画及び管理に関すること。 

３ 廃川敷等の管理に関すること。 

４ 河川の改良及び維持並びにこれらの助成及び指導に関すること。 

５ 水防に関すること。 
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砂 防 海 岸 課 
１ 砂防事業に関すること。 

２ 砂防指定地及び湘南海岸砂防林の管理等に関すること。 

３ 地すべり防止対策事業に関すること。 

４ 地すべり防止区域（農林水産省所管に属するものを除く。）の管理等に関すること。 

５ 急傾斜地崩壊対策事業に関すること。 

６ 急傾斜地崩壊危険区域の管理等に関すること。 

７ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の調査、指定、管理等に関すること。 

８ 採石業者及び砂利採取業者の登録に関すること。 

９ 岩石採取計画及び砂利採取計画の認可並びに土採取計画の届出等に関すること。 

10 海岸事業及び港湾事業に関すること。 

11 海岸保全区域及び一般公共海岸区域（他課の主管に属するものを除く。）並びに港湾区域の維持管理

に関すること。 

12 公有水面の埋立てに関すること。 

下 水 道 課 
１ 下水道法の施行（他課の主管に属するものを除く。）に関すること。 

２ 下水道に係る都市計画事業の調査、実施及び指導に関すること。 

カ 建築住宅部

住 宅 計 画 課 
１ 県土整備局建築住宅部内各課の総合調整に関すること。 

２ 住宅施策の総合的企画及び調整に関すること。 

３ 住宅対策の推進に関すること。 

４ 特定優良賃貸住宅に関すること。 

５ 市町村公営住宅に係る指導に関すること。 

公 共 住 宅 課 
１ 県営住宅等の整備及び運営に関すること。 

２ 住宅供給公社の改革に関すること。 

建 築 指 導 課 
１ 建築基準法（昭和25年法律第201号）の施行（他課の主管に属するものを除く。）に関すること。 

２ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）の施行に関すること。 

３ 神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例の施行（整備基準等の技術的事項に係るものに限る。）

に関すること。 

４ 租税特別措置法に基づく優良宅地造成認定（他課の主管に属するものを除く。）及び優良住宅新築認

定に関すること。 

５ 都市計画法に基づく開発行為等の規制に関すること。 

６ 都市計画法施行法（昭和43年法律第101号）に基づく住宅地造成事業の規制に関すること。 

７ 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）の施行に関すること。 

８ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27年法律第 53号）の施行に関すること。 
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建 築 安 全 課 
１ 建築基準法の施行（定期報告並びに指定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関の指定及び監

督に係るものに限る。）に関すること。 

２ 建築基準法及び都市計画法の違反に係る対策に関すること。 

３ 建築基準法に基づく処分に係る争訟に関すること。 

４ 都市計画法に基づく開発行為についての処分に係る争訟に関すること。 

５ 建築士法（昭和25年法律第202号）の施行に関すること。 

６ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）の施行に関すること。 

７ 建築物の防災対策に関すること。 

営 繕 計 画 課 
１ 建築工事（住宅建築工事及び小規模な修理を除く。）の執行計画及び進行管理に関すること。 

２ 出先機関等における自家用電気工作物に係る保安監督に関すること。 
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（２）出先機関事務分掌 
ア 土木事務所事務分掌

１ 土木工事に関する入札及び契約に関すること。 

２ 土木工事に関する用地の取得等、登記及び取得等に伴う損失の補償に関すること。 

３ 都市基盤整備の調整に関すること。 

４ 都市施設、市街地開発事業、地区計画等に係る市町村が定める都市計画の調整に関すること。 

５ 都市計画法に基づく開発行為等の規制に関すること。 

６ 都市計画法施行法に基づく住宅地造成事業の規制に関すること。 

７ 宅地造成等規制法の施行に関すること。 

８ 都市再開発法の施行に関すること。 

９ 市街地整備に関すること。 

10 景観法の施行並びに市町村の景観づくりに係る助言及び連絡調整に関すること。 

11 道路、河川、海岸、港湾、砂防、急傾斜地、公園等の管理取締りに関すること。 

12 屋外広告物に関すること。 

13 廃道敷及び廃川敷等の管理に関すること。 

14 建築基準法の施行に関すること。 

15 独立行政法人住宅金融支援機構の委託業務に関すること。 

16 建築物及び建築技術の指導に関すること。 

17 宅地建物の相談に関すること。 

18 租税特別措置法に基づく優良宅地造成認定及び優良住宅新築認定に関すること（土地区画整理事業に係る

ものを除く。）。 

19 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の施行（同法第３章に規定する事務のうち建築物

に係るものに限る。）に関すること。 

20 神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例の施行（適合証の交付、協議、勧告並びに適合調査に係る指

導及び助言に係るものに限る。）に関すること。 

21 建築物の耐震改修の促進に関する法律の施行に関すること。 

22 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の施行（分別解体等の実施に係るものに限る。）に関するこ

と。 

23 その他住宅及び建築に関すること。 

24 道路の維持及び補修に関すること。 

25 道路の占用又は使用の許可に係る路面復旧に関すること。 

26 交通安全施設の整備その他の工事に関すること。 

27 道路に係る電線類の地中化工事に関すること。 

28 並木、街路樹等の整備に関すること。 

29 道路の新設、改良及び舗装に関すること。 

30 街路、下水道等に係る都市計画事業（他課の主管に属するものを除く。）及び都市公園等に関すること。 

31 機械及び資材の整備及び試験に関すること。 

32 河川、海岸、港湾、砂防、急傾斜地等の土木事業に関すること。 

33 一般国道 134号の自転車歩行者道の維持及び補修に関すること。（藤沢土木事務所に限る） 

イ 治水事務所事務分掌

１ 土木工事に関する入札及び契約に関すること。 

２ 河川、砂防、急傾斜地、公園等の管理取締りに関すること。 

３ 廃川敷等の管理に関すること。 

４ 土木工事に関する用地の取得等、登記及び取得等に伴う損失の補償に関すること。 

５ 河川の土木事業に関すること。 

６ 砂防､急傾斜地、公園等の土木事業に関すること。 

７ 都市公園等に関すること。 
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ウ 特設土木事務所事務分掌

リ ニ ア 中 央 新 幹 線 推 進 事 務 所
１ 土木工事等に関する入札及び契約に関すること。 

２ リニア中央新幹線の事業推進に関すること。 

３ 東海旅客鉄道株式会社及び関係機関等との調整に関すること。 

４ 東海旅客鉄道株式会社からの委託に係るリニア中央新幹線の建設工事に関する用地の取得等に関するこ 

と。 
流 域 下 水 道 整 備 事 務 所 

１ 土木工事に関する入札及び契約に関すること。 

２ 流域下水道事業の調査及び管理に関すること。 

３ 相模川流域下水道整備事業の工事の施行に関すること。 

４ 酒匂川流域下水道整備事業の工事の施行に関すること。 

住 宅 営 繕 事 務 所 
１ 建築工事等に関する入札及び契約に関すること。 

２ 県営住宅の建替え、改善事業に係る入居者との調整に関すること。 

３ 県営住宅の維持管理に関すること。 

４ 県営住宅の広報に関すること。 

５ 県営住宅の建設、改善工事等に関すること。 

６ 県営住宅及び厚生住宅の入居管理に関すること。 

７ 県営住宅及び厚生住宅の家賃及び駐車場利用料の決定及び徴収に関すること。 

８ 高額所得者の認定等に関すること。 

９ 住宅総合管理システムに関すること。 

10 県営住宅及び厚生住宅の家賃等の未納金の徴収に関すること。 

11 県営住宅等の公有地の整理に関すること。 

12 建築工事の設計、施行及び監督に関すること 

13 建築工事のうち電気設備工事の設計、施行及び監督に関すること。 

14 建築工事のうち機械設備工事の設計、施行及び監督に関すること。 

ダ  ム  管  理  事  務  所 
１ 洪水調節に係るダムの操作に関すること。 
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４ 附属機関 
（１）法令による附属機関 

名  称 根 拠 委員の数 所 掌 事 務 所 管 課 

神奈川県 

建設工事紛争審査会 

建設業法 

第 25条 
34人 

 建設業法第25条第2項の規定による建設工

事の請負契約に関する紛争のあっせん、調停

及び仲裁に関すること。 

建設業課 

神奈川県土地収用 

事業認定審議会 

土地収用法 

第 34条の 7 7人 

 土地収用法第34条の7第１項の規定に基づ

き、その権限に属させられた事項の調査審議

に関すること。 

用地課 

神奈川県 

都市計画審議会 

都市計画法 

第 77条 

30人  都市計画法第77条の規定に基づき、その権

限に属する事項及び知事の諮問する都市計画

に関する事項を調査審議し、又は関係行政機

関に建議すること。 

都市計画課 

臨時委員 

1人 

神奈川県 

開発審査会 

都市計画法 

第 78条 
7人 

 都市計画法第78条の規定に基づき、同法第

50条第１項の審査請求に対する裁決及び同法

によりその権限に属させられた事項を行うこ

と。 

建築安全課 

神奈川県 

建築士審査会 

建築士法 

第 28条 
7人 

 建築士法第28条の規定に基づき、二級建築

士試験又は木造建築士試験に関する事務及び

同法によりその権限に属させられた事項を処

理すること。 

建築安全課 

神奈川県 

建築審査会 

建築基準法 

第 78条 
7人 

 建築基準法第78条の規定に基づき、同法に

規定する許可の同意、同法94条第 1項の審査

請求に対する裁決、同法の施行に関する調査

審議及び関係行政機関に建議すること。 

建築安全課 

（２）条例による附属機関 
名  称 根 拠 委員の数 所 掌 事 務 所 管 課 

神奈川県 

宅地建物取引業審議

会 

附属機関の設置

に関する条例 
9人 

宅地建物取引業法第73条の規定に基づき、宅

地建物取引業に関する重要事項につき、知事

の諮問に応じて調査審議し、その結果を報告

し、又は意見を建議すること。 

建設業課 

神奈川県 

屋外広告物審議会 

附属機関の設置

に関する条例 18人 

屋外広告物法に基づく広告物の掲出等につ

き知事の諮問に応じて調査審議し、その結果

を報告し、又は意見を建議すること。 

都市整備課 

神奈川県 

公園等審査会 

附属機関の設置

に関する条例 
10人 

公園施設の整備及び管理並びに並木及び街

路樹の植栽に関し、知事の諮問に応じて調査

審議し、その結果を報告し、又は意見を建議

すること。 

都市公園課 

神奈川県 

水防協議会 

附属機関の設置

に関する条例 

16人 

水防法第 8条第 1項及び第 2項の規定に基

づき、水防計画その他水防に関し重要な事項

につき知事の諮問に応じて調査審議し、その

結果を報告し、又は水防に関し関係機関に対

して意見を建議すること。 

河川課 

神奈川県 

港湾審議会 

附属機関の設置

に関する条例 
8人 

港湾の設置及び管理等に関する条例の運営

及び港湾の開発に関し、知事の諮問に応じて

調査審議し、その結果を報告し、又は意見を

建議すること。 

砂防海岸課 
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Ⅱ 予  算





１ 平成30年度当初予算編成にあたっての基本的な考え方

２ 平成30年度当初予算

 （１）  総　括　表

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

％

 ○　地域経済を活性化し、県内中小建設業に配慮した取組みの推進

Ａ－Ｂ   科   目

(単位 千円)

特　定　財　源

平成30年度当初予算の財源内訳

 ○　特色ある地域づくりの総合的な推進

繰越金

～法人二税の超過課税も活用し、災害に強い県土づくりや東京2020オリンピッ
  ク・パラリンピック競技大会の開催とその先を見据えた幹線道路の整備を推進～

１　安全・安心

 ○　地震や台風などの自然災害に強いまちづくりの推進

 ○　公共土木施設の老朽化対策や維持管理の着実な推進

２　県土・まちづくり

 ○　幹線道路の整備や総合的な交通ネットワークの形成

一 般 会 計 98,399,529 100,617,765 △2,218,236

    内   訳 比較増減

Ｂ

21,089,504 22,003,673 △914,169 95.8

97.8 13,639,198

3,057,661

37,594,771 △607,279 98.4

29,820,000

--102.0 271,228

3,328,889 843,000

15,897,988 15,591,098 306,890

38,245,780合 計 135,387,021 138,212,536 △2,825,515 98.0

36,987,492

16,968,087

Ａ Ａ／Ｂ

特

別

会

計

30,663,000 47,798,754

事 業 会 計

小   計

国庫支出金

一般財源

7,141,577

15,478,443

15,625,760

31,104,203

1,711,400

流 域 下 水 道

事 業 会 計

県営住宅管理

1,711,400

843,000

県    債 その他

1,000

47,798,754

1,710,400
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 （２）   一  般  会  計

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

％

7,141,577

特　定　財　源

7,141,577

776,636

855,911

2,301,977

29,715,000

183,082

-- 730,208

  内　　訳

(単位 千円)

平成30年度当初予算の財源内訳

下 水 道 費

土 木 管 理 費

道路橋りよう費

47,794,191

83,000 9,797,505

19,286,000

一般財源
  科　　目

住 宅 費

災 害 復 旧 費

土 木 費

一般会計　合計

448,352

1,032,912

都 市 行 政 費

7,430,635

15,466,007

公共土木施設
災 害 復 旧 費

13,472,448

使 途 を 指 定
し な い 収 入

都 市 計 画 費

10,840,223

98,123,216

河 川 海 岸 費

42,454

64,171

12,583,341

4,178,0002,004,980 6,981,050

港 湾 費

砂 防 費

597,0001,823,113 129,030

7,561,509

210.0

1,531,000 2,896,011366,846

11,597

2,577,0212,131,0002,274,262

4,487,309

1,909,000 5,169,576

166,750

13,305

615,430

3,853,637-- --

1,177,933

166,750

--

105,000 4,563

105,000 4,563--

--

△615,430--

13,639,198 47,798,75429,820,00098,399,529

--

276,313

276,313

276,313 -- 100.0

7,225,846

5,259,971

8,269,814

5,217,12137,942,373

3,865,234

2,431,989

38,849,860 △907,487 97.7

100,341,452 △2,218,236 97.8

14,208,396 △3,368,173 76.3

15,544,648 △78,641 99.5

4,738,619 521,352 111.0

△130,874 98.3

867,952 955,161

-- -- --

7,081,584 144,262 102.0

3,960,819 △95,585 97.6

276,313 -- 100.0

100,617,765 △2,218,236 97.8

7,528,065 741,749 109.9

その他Ａ－Ｂ Ａ／ＢＢＡ

比較増減

国庫支出金 県    債
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（３）  流域下水道事業会計

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

％

21,089,504 22,003,673 △914,169 95.8 11,618,962 3,853,637 3,906,505 1,710,400

5,595,569 5,800,895 △205,326 96.5 1,169,340 607,562 3,818,661 6

11,465,505 12,075,908 △610,403 94.9 10,449,622 44,421 87,844 883,618

3,200,654 3,299,094 △98,440 97.0 -- 3,200,654 -- --

827,776 827,776 -- 100.0 -- 1,000 -- 826,776

21,089,504 22,003,673 △914,169 95.8 11,618,962 3,853,637 3,906,505 1,710,400

（４）  県営住宅管理事業会計

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

％

15,897,988 15,591,098 306,890 102.0 10,445,060 4,002,812 1,449,116 1,000

6,925,440 6,521,582 403,858 106.2 5,475,324 -- 1,449,116 1,000

8,970,548 9,067,516 △96,968 98.9 4,967,736 4,002,812 -- --

2,000 2,000 -- 100.0 2,000 -- -- --

15,897,988 15,591,098 306,890 102.0 10,445,060 4,002,812 1,449,116 1,000

予 備 費

県営住宅管理事業会計　合計

事業収入 繰 入 金 その他

県営住宅管理事業費

住 宅 管 理 費

公 債 費

(単位 千円)

平成30年度当初予算の財源内訳

特　定　財　源

繰 越 金
  科   目 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

(単位 千円)

ＢＡ

流 域 下 水 道 建 設費

流 域 下 水 道 管 理費

  科   目

平成30年度当初予算の財源内訳

特　定　財　源

繰 入 金 その他
繰 越 金

Ａ／Ｂ
分担金及び
負  担  金

     内   訳 比較増減

比較増減

公 債 費

流域下水道事業会計　合計

流域下水道事業費

     内   訳

予 備 費

Ａ－Ｂ
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一　般　会　計

河川海岸

砂　　防

港　　湾

都市公園

市街地再開発等

鉄　　道

公営住宅

災害復旧

道路国直轄

河川国直轄

海岸国直轄

　国直轄計

流域下水道事業会計

相 模 川

酒 匂 川

　国直轄を除く
　一般会計  計

100.5 102.0 101.174,040,03443,967,056 30,072,978　合　　　計 44,183,045 30,663,586 74,846,631

81.9 80.5 81.91,489,446 41,618 1,531,0641,220,400 33,500 1,253,900

101.7 107.2 101.83,593,171 112,310 3,705,4813,653,263 120,428 3,773,691

95.9 100.0 96.05,082,617 153,928 5,236,5454,873,663 153,928 5,027,591

100.0 -- 100.010,399,474 -- 10,399,47410,399,474 -- 10,399,474

100.0 -- 100.0160,000 -- 160,000160,000 -- 160,000

100.0 -- 100.01,169,307 -- 1,169,3071,169,307 -- 1,169,307

100.0 -- 100.09,070,167 -- 9,070,1679,070,167 -- 9,070,167

276,313

〔28,909,908〕 〔30,509,658〕 〔59,419,566〕 〔101.5〕 〔102.0〕 〔101.7〕〔28,484,965〕 〔29,919,050〕 〔58,404,015〕

105.0

100.0 100.0 100.0

131.33,107,449 175,908 3,283,357

250,000 26,313 276,313 250,000 26,313

102.2 102.2

3,216,967 230,883 3,447,850

---- 4,235,281 4,235,281

103.5

-- 4,329,565 4,329,565

105.0 88.2 104.03,578,400 229,702 3,808,102

405.4 252.5111.9

3,759,056 202,702 3,961,758

100.4 100.6 100.51,411,476697,871 720,852 1,418,723

335,000 307,823 642,823

695,172 716,304

375,000 1,248,018 1,623,018

99.4 94.1 98.35,864,978 1,655,346 7,520,324

〔国直轄を除く〕 〔5,205,367〕 〔6,637,046〕 〔11,842,413〕

5,832,070 1,557,249 7,389,319

101.5 95.0 97.7〔12,115,705〕〔5,130,616〕 〔6,985,089〕

13,445,012

100.1

101.2 95.0 98.06,534,674 6,637,046 13,171,720 6,459,923 6,985,089

100.5 99.8〔9,523,350〕 〔15,587,284〕 〔25,110,634〕

34,180,801

〔国直轄を除く〕 〔9,573,577〕 〔15,557,030〕 〔25,130,607〕

道路橋りよう 18,643,744 15,557,030 34,200,774 100.3 99.8 100.118,593,517 15,587,284

101.539,309,382 30,509,658 69,819,040 101.1 102.038,884,439 29,919,050 68,803,489

（５）　公共・県単独土木事業総括表内訳（一般会計・流域下水道事業会計）

（単位:千円、％）

公共Ａ 県単Ｂ 計Ｃ Ａ／ａ Ｂ／ｂ Ｃ／ｃ

区 分

平成30年度当初予算額 平成29年度当初予算額 前年度対比

公共ａ 県単ｂ 計ｃ
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一　般　会　計

河川海岸

砂　　防

港　　湾

都市公園

市街地再開発等

鉄　　道

公営住宅

災害復旧

道路国直轄

河川国直轄

海岸国直轄

　国直轄計

流域下水道事業会計

相 模 川

酒 匂 川

（５）- 参考　平成29年度２月補正予算額(その２)を加えた場合

公共Ｄ 県単Ｅ 計Ｆ

（単位:千円、％）

区 分

平成30年度当初予算額に平成29年度２
月補正予算額(その２)を加えた場合

前年度対比

Ｄ／ａ Ｅ／ｂ Ｆ／ｃ

121.3%47,161,658 30,509,658 77,671,3167,852,276 102.0% 112.9%

道路橋りよう 2,932,034

〔国直轄を除く〕

116.0% 99.8% 108.6%15,557,030 37,132,80821,575,778

99.8% 103.6%109.9%

〔7,733,367〕 〔6,637,046〕 〔14,370,413〕

〔10,467,577〕 〔15,557,030〕 〔26,024,607〕

〔国直轄を除く〕

142.6% 95.0% 117.9%15,849,7209,212,674 6,637,046

118.6%150.7% 95.0%

7,719,570 1,557,249 9,276,819

179.1% 405.4% 287.5%

131.6% 94.1% 123.4%

3,800,798 202,702 4,003,500

785,871 720,852 1,506,723

600,000 1,248,018 1,848,018

113.0% 100.6% 106.7%

106.2% 88.2% 105.1%

3,216,967 230,883 3,447,850

-- 102.2% 102.2%-- 4,329,565 4,329,565

131.3% 105.0%103.5%

〔34,574,150〕 〔30,509,658〕 〔65,083,808〕
　国直轄を除く
　一般会計  計

100.0% 100.0% 100.0%276,313250,000 26,313

111.4%121.4% 102.0%

1,319,307 -- 1,319,307

122.5% -- 122.5%11,108,201 -- 11,108,201

112.8% -- 112.8%

160,000 -- 160,000

121.0% -- 121.0%

100.0% -- 100.0%

3,653,263 120,428 3,773,691

4,873,663 153,928 5,027,591

12,587,508 -- 12,587,508

95.9% 100.0% 96.0%

52,035,321 30,663,586　合　　　計

81.9% 80.5% 81.9%1,220,400 33,500 1,253,900

118.4% 102.0% 111.7%82,698,907

101.7% 107.2% 101.8%

7,852,276

２月補正予算額
(その２)

(公共)

--

〔5,664,242〕

2,038,034

150,000

--

2,188,034

--

--

--

〔894,000〕

2,678,000

〔2,528,000〕

1,887,500

225,000

88,000

41,742

--

--
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